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本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

２０１８年の災害

平成30年豪雪

平成30年7月豪雨

大阪府北部地震

本白根山噴火

平成30年台風第21号

北海道胆振東部地震

島根県西部地震

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

多くの企業・組織が
自社のリスク対応状況を見直している
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本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

ＢＣＰ（事業継続計画）の観点で

地震

風水害

噴火

情報漏洩
火災

異物混入
・汚染

盗難

風評

テロ
津波

重要業務を
目標時間内に再開

地震だけでなく、
様々なリスクを知り、備える必要がある



２０１８年の自然災害 ～ＢＣＰの観点で～

自然災害ハザード情報の確認ポイント

事前準備のポイント



２０１８年の自然災害 ～ＢＣＰの観点で～

自然災害ハザード情報の確認ポイント

事前準備のポイント



２０１８年に発生した様々な自然災害で

被害に遭われた方々に

心よりお見舞い申し上げます。
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２０１８年の災害

平成30年豪雪

平成30年7月豪雨

大阪府北部地震

本白根山噴火

平成30年台風第21号

北海道胆振東部地震

島根県西部地震

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

ＢＣＰ、企業・組織活動への影響 という観点で振り返る
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平成３０年豪雪

災害の概要

 北陸地方平野部を中心とした記録的な大雪

 車両の立ち往生、道路通行止め、交通機関運休

出典：「強い冬型の気圧配置による大雪」気象庁 に付記

期間降雪量分布図（2/3～8） 降雪量・積雪量（2/3～8）

（国道８号で1500台、約10km）

出典：福井県ウェブサイト

発生 ２月３～８日
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平成３０年豪雪

企業・組織への影響

企業の例 休業日数

繊維製品 ７～８日

自動車等の部品 ６日

建設機械 ７日

送電部品 ６～７日

建設資材、自動車部品等 ７～８日

製造への影響

物流の混乱  企業向け物流
 個人向け宅配
 食料品、石油燃料など

入出荷の停止
【例】１週間後に出荷量半分程度

従業員が通勤できず工場停止

シェアの高い
サプライヤーを
含む

「業務の要員が確保できない」 「入出荷が停止する」 リスクの認識

振り返りのポイント

発生 ２月３～８日

（企業の発表・報道をもとに当社まとめ）
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大阪府北部地震

災害の概要

 大都市圏で発生した大地震（最大震度６弱） 死者４名、住家全壊９棟・半壊８７棟

ライフライン・
インフラ

被害

電気 最大１７万世帯、当日復旧

都市ガス 最大１１万世帯、約６日後復旧

上水道 最大９万世帯、翌日解消

鉄道 運休、当日昼～夜に復旧

航空便 一部欠航

発生日時 ６月１８日 ７：５８

出典：気象庁 推計震度分布図
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大阪府北部地震

企業・組織への影響

発生日時 ６月１８日 ７：５８

企業・組織の例 影響

製造業
従業員不足、安全点検のため当日～数日間操業停止

建物の仕上げに一部被害

百貨店 当日休業

教育機関 午前～終日休講

研究機関 長期間かかった研究成果に被害

医療機関
非常電源による医療継続

配管等に一部被害

• 従業員： 安否確認、出退勤判定の方法を決めているか
• 古い機器や繊細な機器・材料等の保護

振り返りのポイント

（企業の発表・報道をもとに当社まとめ）



13
本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

平成３０年７月豪雨

災害の概要

発生 ７月６～８日

 停滞した前線、線状降水帯（主に愛媛・広島・岡山）による記録的豪雨

死者・行方不明者：232名

 中国・四国地方で河川決壊、土砂崩れが多数発生

ライフライン・
インフラ

被害

電気 ７/１３停電解消

都市ガス ７/８復旧

上水道 断水 ２か月後解消

通信 一部で普通、つながりにくい

道路 広域で寸断

鉄道 山陽本線 ９/３０再開

出典：気象庁「平成 30 年 7月豪雨の大雨の特徴とそ要因について（速報）」
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平成３０年７月豪雨 発生 ７月６～８日

出典：国土交通省 住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト 第１回配布資料より
平成３０年７月豪雨災害の概要と被害の特徴
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平成３０年７月豪雨 発生 ７月６～８日

出典：国土交通省 住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト 第１回配布資料より
平成３０年７月豪雨災害の概要と被害の特徴
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平成３０年７月豪雨

企業・組織への影響

企業・組織の例 影響

食品
冷蔵設備の停止、製品の浸水被害

復旧まで２０日程度

電機
工場１階の浸水被害
復旧まで９日程度

自動車
浸水被害、部品供給停滞

一部は通常操業まで２か月程度

発生 ７月６～８日

製造への影響

物流への影響 広域の交通寸断、大量輸送手段の停止により
西日本全体の物流に多大な影響

• 立地リスクの認識（水害、土砂災害）
• 輸送手段や経路の多様化、代替策
• 警報等の情報を判断に活用する体制になっているか

振り返りのポイント

（企業の発表・報道をもとに当社まとめ）
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平成３０年台風２１号

災害の概要

発生 ８月２６～９月５日

 「非常に強い」勢力で上陸した台風（２５年ぶり） 死者13名、負傷者913名

 強風（最大瞬間風速約58m/s）・高潮（最高潮位記録更新）による被害

出典：神戸地方気象台
「平成30年９月４日の台風２１号による大雨と暴風、高潮について」

出典：気象庁
「台風２１号による暴風と高潮等」
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平成３０年台風２１号

企業・組織への影響

企業・組織の例 影響

（港湾） 高潮によるコンテナ、資材等の流出

空港
高潮による施設浸水

唯一のアクセス路遮断による孤立

発生 ８月２６～９月５日

• 立地リスクの認識（水害）
• アクセス路が限られた自社施設の孤立リスク

振り返りのポイント
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北海道胆振東部地震

災害の概要

発生 ９月６日 ３：０７

 最大震度７の大地震 死者41名、住家全壊409棟・半壊1262棟

 液状化被害、ブラックアウト

ライフライン・
インフラ

被害

電気 ブラックアウト、約５０時間後復旧

都市ガス なし

上水道
断水、多くは復電で復旧

一部１０/９復旧

携帯電話 基地局順次停止、復電で復旧

航空便 国内線：翌日、国際線：２日後再開

鉄道
翌日より一部再開、

ほとんどの在来線 ９/２６復旧

出典：気象庁 推計震度分布図
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北海道胆振東部地震

企業・組織への影響

発生 ９月６日 ３：０７

企業・組織の例 影響

データセンター 自家発電設備、追加燃料により稼働継続

病院 自家発電設備により診療継続

証券取引所 停電で取引停止、翌日再開

製造業 停電で製造停止、３～４日後より順次再開

銀行 停電で一部休業やＡＴＭの停止

農業・漁業 物流停止による出荷制限

酪農業 停電による搾乳停止、生乳廃棄

• 系統電力途絶リスクへの対策（非常用電源など）
• ライフライン全般の途絶対策

振り返りのポイント

（企業の発表・報道をもとに当社まとめ）
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２０１８年の災害を機に見直すべき項目 （まとめ）

• 安否確認方法
• 出退勤基準
• 重要業務要員を確保する方法

従業員

サプライチェーン

• 脆弱性の点検
• 代替手段の検討

施設

ライフライン

• 途絶リスクの認識
• 備蓄等の代替手段検討

資産（設備、物品）

• ＢＣＰとして重要な資産の
把握

• それらの脆弱性（揺れ、水
損など）の認識と対策

• 敷地の自然災害リスクの認識



２０１８年の自然災害 ～ＢＣＰの観点で～

自然災害ハザード情報の確認ポイント

事前準備のポイント



ハザードマップの
調べ方がわからない 調べた

ハザードマップを
どう解釈すれば
いいのか？



24
本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

敷地の自然災害ハザードの種類

地震動

液状化

津波

洪水

内水氾濫

高潮

土砂災害

落雷

突風・竜巻

噴火

地震

水害

その他



25
本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

自然災害ハザードの情報源

ハザードマップ（被害予測地図）

 市町村が発行するハザードマップ

 市町村、都道府県の地域防災計画書

 公的機関による被害予測情報のポータルサイト

上記を補う情報

 公的機関による被害シミュレーション

 過去の災害履歴

 地歴（過去の土地利用区分など）

 都道府県、国交省（河川関連）が公表する被害予測地図

◎

〇～△
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自然災害ハザードの情報源 （ポータルサイト）
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自然災害ハザード情報を把握する上で注意すべき点、課題

 情報源がバラバラである

 災害ごとに情報の質（精度など）がバラバラである

ポータルサイトなど、整備・統合される方向にあるが、まだ途上である。

 これから発表される（整備中）情報、今後更新されうる情報がある

地震・水害は充実しているが、噴火（降灰等）は確率情報がない、など。
どの災害も研究途上であり、解明の程度に差がある。

土砂災害、一部の水害 など

 予測地図が無く、実績情報しか無いものがある

竜巻など

 安全情報としてとらえてしまうことがある

リスクのすべてが示されているわけではない ／ 正常性バイアスの影響

 専門家ではない人が、限られた情報で意思決定をする必要がある

情
報
源

受
け
取
る
側



災害の種類別

調べ方のポイント解説

• 主に公共機関がウェブサイトで公表している情報に付記したものです。
• 引用元は機関名と文書タイトルで示します（URLは省略しています）。
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地震

• まず、大地震はどこでも起こりうるという認識が必要
• ミクロでなく、大局的に見る

（低地か台地か、首都直下地震など切迫性のあるエリアか、など）

ポイント

Ｊ－ＳＨＩＳ 地震ハザードステーション

30年以内に震度6弱以上の確率

やや高い 高い

30年に3%の確率で見舞われる震度

震度７

（その他の情報源）
都道府県・市町村の震度マップ、地域防災計画書
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地震

• 明らかな活断層が直近にあるかの確認
• ただし、どの程度の距離で注意すべきかの基準はない
• 活断層は伏在（未発見）の可能性があることの認識

ポイント

地震本部 都道府県ごとの地震活動 地理院地図 都市圏活断層図

活動度などの解説がある（要：専門知識） 地図が拡大でき、見やすい
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津波

東京都 南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定

浸水無し

• レベル１、２など発生確率別に２段階で示されている場合もある
• 日本海側の一部など近年あらたに予測が公表されたので注意

ポイント

出典：高知県防災マップ

（その他の情報源）
市町村等のハザードマップ、地域防災計画書
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液状化

可能性あり～高い

江戸川区 液状化予測図 東京都土地履歴マップ

• 河川付近以外でも盛土では地下水位によって液状化の可能性
• 実際には地盤調査によってより精度の高い推定ができる

ポイント
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水害

現象の分類とハザードマップ（浸水想定区域図）の状況

発生確率による分類

洪水

高潮

内水氾濫
都市部など、土地の排水がおいつかないことにより発生。
浸水予測図がない場合も多い。
中小河川の洪水も含めて予測される場合もある。

ハザードマップでは主に堤防決壊などによる河川氾濫を指す。
河川ごと、 管理者（国・都道府県）ごとに作成される。
中小河川においては作成されていない場合が多い。

台風など低気圧による潮位上昇で発生する。
H27の水防法改正に伴い作成が進んでいる。

（津波は除いて表記）

計画規模

想定最大規模

河川整備の目標となる降雨による。
一級河川ではおおむね１００～２００年に一度のレベル。

発生頻度は低いが、現時点で想定しうる最大の降雨による。
１０００年に一度のレベル。
Ｈ２７の水防法改正に伴い作成が進んでいる。
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S55～ 「総合治水対策」 浸水実績公表

H3 河川審議会 答申 「今後の河川整備はいかにあるべきか」
ソフト面の対策推進がうたわれている。

H5~6 全国の主要河川について、洪水氾濫シミュレーションに基づく洪水氾濫危険区域を公表

H6 「洪水ハザードマップ作成の推進」及び「洪水ハザードマップ作成要領」（建設省河川局治水課長）を通知
→市町村に対し、洪水ハザードマップの作成を促すとともに支援を実施

（H12. 9 東海豪雨）

H12.12 河川審議会 答申 「今後の水災防止のあり方について」
洪水ハザードマップの有効性、作成公表推進がうたわれる。

H13. 6 水防法 一部改正 浸水想定区域制度の創設
→住民への周知手段として洪水ハザードマップが位置づけられた

H17. 5 水防法 一部改正 浸水想定区域を指定する河川を主要な中小河川まで拡大
→洪水ハザードマップ等による住民への周知を市町村に義務付け

H27    水防法 一部改正 浸水想定の前提となる降雨の見直し（計画規模に加え、想定最大規模も）
→内水・高潮浸水想定区域の創立、家屋倒壊等氾濫想定区域・浸水深・継続時間の想定の必要性を明記

（参考） 水害ハザードマップ（浸水想定区域） 公表の流れ
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水害

洪水（計画規模） 洪水（想定最大規模）

国交省 重ねるハザードマップ 国交省 重ねるハザードマップ

３～５ｍ
２～３ｍ

（江戸川区 洪水ハザードマップにも記載）
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水害

内水氾濫（東海豪雨相当） 高潮（想定最大規模）

東京都 高潮浸水想定区域図

３～５ｍ

江戸川区 洪水ハザードマップ

０～０．５ｍ

• 洪水の種類、確率ごとに複数の想定があるので注意
• 市区町村以外からの情報も調べる

ポイント
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土砂災害

出典：「全国における土砂災害警戒区域等の指定状況グラフ」国交省出典：「土砂災害防止法について」神奈川県

「土砂災害警戒区域」 ・ 「土砂災害特別警戒区域」
急傾斜地崩壊その他により、住民等の生命または身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域

（土砂災害防止法に基づき指定される）

「土砂災害危険個所」
急傾斜地崩壊その他が発生するおそれのある箇所。

出典：国交省
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土砂災害

東京都 土砂災害警戒区域等マップ

（指定予定含む）

• 公表準備中の地域もあるので注意

ポイント

（その他の情報源）
国交省ハザードマップポータルサイト
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突風・竜巻

気象庁 竜巻等の突風データベース

• 実績情報であり、公的な予測図の形では表されていない
• 大まかな分布傾向の認識 （竜巻：沿岸部で多い、他突風：どこでも発生しうる）

ポイント
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雷害

■公共施設の雷被害件数の推移

（全国市有物件災害共済会、全国自治協会合算値）

出展：公益社団法人全国市有物件災害共済会

「公共施設のための雷害対策ガイドブック」

• 実績情報であり、公的な予測図の形では表されていない
• 大まかな分布傾向の認識 （北海道・北東北は少なく、日本海沿岸は多い等）

• 被害リスクについてはやや上昇傾向の可能性

ポイント

気象庁 雷の観測と統計 （年間の雷日数）
（その他の情報源）
株式会社フランクリン・ジャパン ウェブサイト
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火山の噴火（降灰）

防災科学技術研究所 火山ハザードマップデータベース

国内の主要な活火山について
地方自治体等が作成した
ハザードマップ、
防災マップ集



42
本資料の著作権は株式会社竹中工務店に帰属します

火山の噴火（降灰）

東京都 地域防災計画 火山編 （H30年修正）

２ｃｍ～

• 地域防災計画などに記されている被害の様相も知っておくとよい
• 被害リスクをどう捉えるかは今後の課題である

ポイント
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ハザード情報のまとめ （例）

地震動

液状化

津波

洪水

内水氾濫

高潮

土砂災害

落雷

突風・竜巻

噴火

地震

水害

その他

地震が切迫している地域

可能性あり～高い

浸水想定なし

浸水想定２～３ｍ（計画規模）

浸水想定０～０．５ｍ

浸水想定３～５ｍ（最大想定）

危険性の指定なし

※確率の程度は不明

大

中

ー

大

中

大

ー

中

中

大※

リスクの程度



２０１８年の自然災害 ～ＢＣＰの観点で～

自然災害ハザード情報の確認ポイント

事前準備のポイント
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災害ハザードから被害リスクを考える

地震動

液状化

津波

洪水

内水氾濫

高潮

土砂災害

落雷

突風・竜巻

噴火

地震

水害

その他

従業員 サプライチェーン

情報

ライフライン

資産

整理の観点 ： 経営資源への被害リスク

建物・設備・物品など
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（例） 施設の被害

配管

昇降機設備

吊物

屋内機器

外壁

屋上機器
・高架水槽
・屋上キュービクル
・空調冷却塔

•コンクリート片落下
•タイル剥離
•窓ガラス破損
•ショーウインドガラス破損

•分電盤
•電話交換機転倒

・昇降機内閉じ込め
・昇降機用モーター移動

・給排水・給湯配管損傷
・空調用冷温水配管損傷
・スプリンクラーヘッド
の破損、水噴出

・天井落下
・照明器具落下
・防煙たれ壁が落下

什器備品

・キャビネ、ラック転倒
・自動販売機、給湯機転倒
・間仕切破損

その他

・ITネットワーク
・外構の液状化

優先度の高い業務を
支えるもの

自社のＢＣＰを
確認する

人命を
守るもの

優先的にリスク対応状況を確認すべき項目
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BCPなし
BCPあり

操
業
度

時間軸

目標

目標

発災

平時 有事

100%

ＢＣＰ （事業継続計画） とは

災害などの際に、事業活動を停止させない・早期に復旧させるための計画

出典：内閣府「事業継続ガイドライン」(平成25年8月改定)をもとに作成

地震などの自然災害に限らない
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事業継続戦略の考え方

被害が小さい
（対策の想定内）

被害が大きい・
受容しているリスク

被害が甚大

点検・復旧して再稼働

被害なし （対応不要）

代替地・代替手段
での業務

（撤退）

発災後の
判断

事業継続のために取りうる選択肢
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ＢＣＰの策定状況

大企業

策定済
約６０％

未策定
約４０％

（資本金１０億円以上・常用雇用者３０１人以上）
中堅企業・その他

策定済
約３０％未策定

約７０％

（左記以外）

グラフ：内閣府調査結果(H28)を元に当社作成
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タイムラインで整理する （例）

初動対応 応急対応 継続・復旧対応 再開
（事
前
）

発災

活
動

必
要
な
経
営
資
源

安全確保

避難判断

帰宅困難者滞在

対策本部の活動 （通常業務）

社内外情報収集 復旧作業・重要業務再開

代替手段で重要業務実施

広報

活
動
人
数

最低限の人数で対応

（応援を受け入れる業務の場合）

（昼発災の場合）

（夜発災の場合）

（限られた人数で業務実施する場合）

途絶対策（電力・上水・トイレ・etc）

数時間 １日 ～＊日 ～＊＊日

人

モノ

ライフ
ライン

情報
非常用通信手段

安否
確認 要員確保

備蓄・対策本部備品

点検手段
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常時に行っておくとよい施設の調査

耐震性

建物の構造体

• 耐震診断

仕上 設備機器 生産設備

• 固定状況調査 • 基準類による確認

ハザードマップ 施設の状況

施設・災害の専門家
による調査・診断

• 揺れの推定

階 機器 重量 寸法 震度 判定 対策 ・・・

3 ○○○ ○kg ○x○x○ ○○ NG Type A ・・・

○○○ ○kg ○x○x○ ○○ OK - ・・・

○○○ ○kg ○x○x○ ○○ NG Type B ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
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常時に行っておくとよい施設の調査

水害対策の状況

空調室外機

開口部 ガラリ 地下駐車場への車路

塔屋出入口

屋上ドレン

非常用発電機

1F出入口

受電設備

電気・電話の
地下ケーブル配線

段差の少ない開口からの浸水

ドレン詰まりにより屋上に雨水が滞留

低い設備架台により
浸水し停止

隙間からの浸水

地盤面から地下への浸水
発電機への浸水により機能停止 ガラスの破損や隙間からの浸水

地下電気室への
浸水による停電

配管廻りの
止水材劣化
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地震直後の建物点検

多くの建物での
現状

①専用システムを
導入する

②事前にチェックシートを
作成する

• 明らかな異常がなければそのまま使用し専門
家の到着を待つ

• 地震計の計測結果から推定

• 内閣府の指針※を参考に建物管理者が作成
• 訓練で備える

階 計測震度
最大層間変形角

** 4.2

** 4.0

～ ～

この建物は安全です。
通常通り執務が可能です。

1
＊＊＊

1
＊＊＊

地震計
表示イメージ

建物使用してよいか、管理者自ら判断したいというニーズが増加
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地震直後の建物点検

チェックシートの例

内閣府
「大地震発生直後における
施設管理者等による
建物の緊急点検に係る指針」

平成27年

より
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ハード対策の合理的な進め方

災害に
備える

平時に
役立つ

共に役立つ
BCP対策

耐震改修も実施 備蓄スペース確保 重要機能を集約して
強靭な建物に

設備の
更新時期に

プラン変更
の際に

大規模改修
の際に

対策本部スペースや
非常用ライフラインを準備

新築計画が
あるなら
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建設会社ならではのサポート

ファシリティ
マネージャー

建設会社の
技術者

 建物・設備の専門家
 各種災害の専門家



ご担当する施設の災害リスク対応状況を

この機に見直してはいかがでしょうか？
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